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 内閣府の任務（内閣府設置法第３条） 

  内閣府は、内閣の重要政策に関する内閣の事務を助けることを任務とする。 

  ２ 前項に定めるもののほか、内閣府は、皇室、栄典及び公式制度に関する

事務その他の国として行うべき事務の適切な遂行、男女共同参画社会の形

成の促進、市民活動の促進、沖縄の振興及び開発、北方領土問題の解決の促

進、災害からの国民の保護、事業者間の公正かつ自由な競争の促進、国の治

安の確保、金融の適切な機能の確保、消費者が安心して安全で豊かな消費生

活を営むことができる社会の実現に向けた施策の推進、政府の施策の実施

を支援するための基盤の整備並びに経済その他の広範な分野に関係する施

策に関する政府全体の見地からの関係行政機関の連携の確保を図るととも

に、内閣総理大臣が政府全体の見地から管理することがふさわしい行政事

務の円滑な遂行を図ることを任務とする。 

  ３ 内閣府は、第一項の任務を遂行するに当たり、内閣官房を助けるものと

する。 

 

 

年度末定員  ･･･ 15,206名   

 

（本省） 

 

大臣官房 

 

公文書管理課（所管法人）（独）国立公文書館 

 

政府広報室 

 

遺棄化学兵器処理担当室 

 

政策統括官（経済財政運営担当） 

 

政策統括官（経済社会システム担当）（特別会計）東日本大震災復興特別会計 

 

 

内閣府の任務と組織等の概要 

組 織 等 
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政策統括官（経済財政分析担当） 

 

地方創生推進室 

 

政策統括官（科学技術・イノベーション担当） 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構担当室 

（所管法人）（国研）日本医療研究開発機構 

 

政策統括官（防災担当）（特別会計）東日本大震災復興特別会計 

 

政策統括官（原子力防災担当）（特別会計）エネルギー対策特別会計 

（電源開発促進勘定） 

（特別会計）東日本大震災復興特別会計 

 

政策統括官（沖縄政策担当） 

 

沖縄振興局（所管法人）（学）沖縄科学技術大学院大学学園 

           （特）沖縄振興開発金融公庫 

 

政策統括官（共生社会政策担当） 

 

賞勲局 

 

男女共同参画局（特別会計）東日本大震災復興特別会計 

 

食品安全委員会事務局 

 

公益認定等委員会事務局 

 

経済社会総合研究所 

 

迎賓館 
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（外局等） 

 

地方創生推進事務局 

 

宇宙開発戦略推進事務局 

 

北方対策本部（所管法人）（独）北方領土問題対策協会 

 

子ども・子育て本部（特別会計）年金特別会計（子ども・子育て支援勘定） 

 

総合海洋政策推進事務局 

 

国際平和協力本部事務局 

 

日本学術会議事務局 

 

官民人材交流センター 

 

沖縄総合事務局 

 

宮内庁 

 

公正取引委員会 

 

警察庁（特別会計）交付税及び譲与税配付金特別会計 

（特別会計）東日本大震災復興特別会計 

 

個人情報保護委員会 

 

カジノ管理委員会 

 

金融庁（所管法人）（認）預金保険機構 

（特別会計）東日本大震災復興特別会計 

 

消費者庁（所管法人）（独）国民生活センター 

（特別会計）東日本大震災復興特別会計 

※法人は、内閣府の省庁別連結財務書類における連結対象法人である。  
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省庁別財務書類とは 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸借対照表（令和２年度末） 

 

 

業務費用計算書（令和２年度） 

       

 

（単位：十億円）

前年度 ２年度 前年度 ２年度

＜資産の部＞ ＜負債の部＞
現金・預金 505 595 未払金 204 198

貸付金 37 33 賞与引当金 10 10

有形固定資産 1,199 1,220 退職給付引当金 156 153

　国有財産（公共用財産除く） 1,024 1,049 その他の負債 29 31

　物品 174 171

無形固定資産 9 9

出資金 229 289 負債合計 401 392

その他の資産 1 2 ＜資産・負債差額の部＞
資産・負債差額 1,580 1,756

資産合計 1,982 2,149 負債及び資産・負債差額合計 1,982 2,149

（令和2年3月31日）（令和3年3月31日） （令和2年3月31日）（令和3年3月31日）

（単位：十億円）

前年度 ２年度

人件費 138 138

退職給付引当金等繰入額 22 23

補助金等 3,254 3,622

交通安全対策特別交付金 48 53

委託費等 87 81

運営費交付金 7 7

特別会計への繰入 32 6

庁費等 131 145

減価償却費 57 59

資産処分損益 1 2

その他 28 14

業務費用合計 3,810 4,157

（自平成31年4月 1日 ）  （自令和2年4月 1日）
（至令和 2年3月31日）　（至令和3年3月31日）

 省庁別財務書類は、内閣府のこれまでの予算執行の結果である資産や負債 

などのストックの状況、当該年度の費用や財源などのフローの状況といった 

財務状況を一覧でわかりやすく開示する観点から企業会計の考え方及び手法

（発生主義、複式簿記）を参考として、平成 14年度決算分より作成・公表して

いるものです。 

 省庁別財務書類においては、一般会計及び特別会計を合算した「省庁別財務

書類」のほか、参考として各省庁の業務と関連する事務・事業を行っている  

独立行政法人などを連結した「省庁別連結財務書類」も作成・公表しています。 



5 

 

 

 

 

内閣府の省庁別財務書類においては、一般会計及び特別会計（交付税及び譲与税 

配付金特別会計、エネルギー対策特別会計（電源開発促進勘定）、年金特別会計   

（子ども・子育て支援勘定）、東日本大震災復興特別会計）を合算して作成して   

います。 

また、ここでは、「貸借対照表」と「業務費用計算書」を中心に説明していますが、

省庁別財務書類においては、このほか、資産・負債差額の増減を要因別に表している

「資産・負債差額増減計算書」、財政資金の流れを決算を組み替えて区分別に明らか

にしている「区分別収支計算書」、さらに各計算書の附属明細書も作成しています。 

詳細については、別途公表している「省庁別財務書類」、「特別会計財務書類」を  

ご参照ください。 

 

 

～貸借対照表のポイント～ 

 （資 産）   

○ 貸付金は、地方公共団体への災害援護貸付金 333億円を計上しています。 

○ 有形固定資産については、 1 兆 2,204 億円と金額も大きく資産総額の５割以上

を占めていますが、これは、主に庁舎敷地等に係る土地、建物、工作物などの   

国有財産（1 兆 492 億円）及び車両、事務機器などの物品（1,711 億円）と     

なっています。 

○ 出資金は、特殊法人沖縄振興開発金融公庫及び認可法人預金保険機構、並びに 

国民生活センターなどの独立行政法人や国立研究開発法人日本医療研究開発  

機構に対する出資金です。 

 

 （負 債） 

○ 退職給付引当金については、1,531 億円と負債総額の約４割を占めています。  

これは、退職手当、共済年金の整理資源及び国家公務員災害補償年金に係る  

引当金です。 

 

（その他） 

○ 資産合計は２兆 1,496億円であり、現金・預金が対前年度末比 901 億円の増加と

なった影響を受け、対前年度末比 1,675億円の増加となりました。 

○ 負債合計は、未払金が対前年度末比 64 億円の減少となった影響を受け、    

対前年度末比 80億円の減少となりました。 

～省庁別財務書類（内閣府）の概要～ 
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～業務費用計算書のポイント～ 

 

 ○業務費用計算書は、政策別コスト情報の経費を国の予算・決算の科目に対応した 

形態別に表示している計算書です。 

 

 （業務費用） 

 ○職員の給与等である人件費が 1,386 億円と補助金等や庁費等につぎコストが  

かかっています。 

 

 （そ の 他） 

 ○業務費用が対前年度末比 3,462 億円の増加となっていますが、その主な事由は、 

「補助金等」が対前年度末比 3,678億円増加したこと等のためです。 
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 ストックの状況（貸借対照表） 

  資 産（２兆１，４９６億円） 

 主な増減要因等について（対前年度末比＋1,675 億円） 

 現金・預金（5,954億円：対前年度末比＋901 億円） 

・預金の増額により増加となりました。 

 出資金（2,892 億円：対前年度末比＋599 億円） 

  ・出資の増額により増加となりました。 

 

 

（億円）  合計：1兆 9,820億円  合計：2 兆 1,496 億円 

         
 

 

 

 

2,293 2,892

11,995
12,204

5,052

5,954

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

元年度末 ２年度末

【現金・預金】 

【出資金】 

 特殊法人、認可法人、独立行政

法人、国立研究開発法人への

出資金 

【有形固定資産】 

 ・国有財産（庁舎など） 

         1兆 492億円 

 ・物品（車両、事務機器など） 

         1,711億円 
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  負 債（３，９２９億円） 

 主な増減要因等について（対前年度末比▲80億円） 

 未払金（1,982 億円：対前年度末比▲64億円） 

・令和２年度において、児童手当等交付金の未払額が少なかったことにより   

減少となりました。 

 

 

（億円）   合計：4,010 億円     合計：3,929 億円 

    

 

 

 

 

 

299 313

1,562 1,531

2,046 1,982

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

元年度末 ２年度末

【賞与引当金】 

 ・６月支給の期末手当・勤勉

手当に係る本会計年度分 

【未払金】 

 ・児童手当等交付金、ＰＦＩ

事業、利子補給金など 

【その他の負債】 

 ・リース債務、保管金など 

【退職給付引当金】 

 ・退職手当に係る引当金 

        1,217億円 

 ・整理資源に係る引当金 

         302億円 

 ・国家公務員災害補償年金に

係る引当金    12億円 
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 フローの状況 

  費 用（４兆１，５７０億円）（業務費用計算書より） 

 主な増減要因等について（対前年度比＋3,462 億円） 

 補助金等（3 兆 6,228億円：対前年度比＋3,678億円） 

  ・令和２年度においては、補助金等の増加等によりコストが増加しました。 

 

 

 

（億円） 合計：3兆 8,107億円    合計：4兆 1,570 億円 

  

 

 

571 598
1,314 1,451

329 698879 818489 533

32,549

36,228

1,380

1,386

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

元年度末 ２年度末

【補助金等】 
・子どものための教育・保育 

 給付交付金         13,181億円 

・児童手当等交付金      12,740億円 

・仕事・子育て両立支援事業費補助金  

2,270億円 

・子ども・子育て支援交付金  1,560億円 

ほか 

【人件費】 
・職員の給与等 

【交通安全対策特別交付金】 
・「道路交通法」に基づく地方公共団体への交付金 

【庁費等】 
・物件費及び施設費で資産計上されていないもの 

【減価償却費】 

【特別会計への繰入】 
・自動車安全特別会計等への繰入 

               522億円 

ほか 
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（参考）連結財務書類について 

 

 

 

 

 

連結貸借対照表（令和２年度末） 

 

 

連結業務費用計算書（令和２年度） 

 

 

 

 

（単位：十億円）

前年度 ２年度 前年度 ２年度

＜資産の部＞ ＜負債の部＞
現金・預金 6,225 6,810 未払金等 218 215

有価証券 1,858 2,408 賞与引当金 10 10

未収金等 2 4 沖縄振興開発金融公庫債 167 157

貸付金 941 1,134 預金保険機構債 1,875 1,854

貸倒引当金 ▲ 67 ▲ 66 借入金 671 837

有形固定資産 1,286 1,307 退職給付引当金 160 157

　国有財産（公共用財産除く） 1,097 1,124 支払承諾等 2 2

　物品 188 182 その他の負債 4,582 5,045

無形固定資産 18 20

出資金 53 52 負債合計 7,689 8,282

その他の資産 37 45 ＜資産・負債差額の部＞
資産・負債差額 2,667 3,436

資産合計 10,356 11,718 負債及び資産・負債差額合計 10,356 11,718

（令和2年3月31日）（令和3年3月31日） （令和2年3月31日）（令和3年3月31日）

（単位：十億円）

前年度 ２年度

人件費 157 160

退職給付引当金等繰入額 23 24

補助金等 3,219 3,600

交通安全対策特別交付金 48 53

委託費等 212 245

減価償却費 66 69

貸倒引当金繰入額 ▲ 2 3

支払利息 4 3

資産処分損益 5 3

貸出金償却損 0 0

その他 775 723

業務費用合計 4,511 4,887

（自平成31年4月 1日 ）  （自令和2年4月 1日）
（至令和 2年3月31日）　（至令和3年3月31日）

連結財務書類は、省庁の財務書類に独立行政法人などの財務諸表を連結した 

省庁別の連結財務書類を参考情報として作成しています。 
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連結財務書類 ストックの状況（貸借対照表） 

  資 産（１１兆７，１８３億円） 

  

主な増減要因等について（対前年度末比 13,614億円） 

 現金・預金（6兆 8,107億円：対前年度末比 5,853億円） 

 ・政府預金（日本銀行預金）の増加等により増加となりました。 

 

 

（億円）   合計：10 兆 3,568 億円   合計：11 兆 7,183 億円 

   

 

 

 

 

12,862 13,075

▲ 670 ▲ 664

9,419 11,347

18,582
24,089

62,254

68,107

-20,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000 【現金・預金】 

・（認）預金保険機構 

6兆 1,740億円 

ほか 

元年度末        2年度末 

【有価証券】 

・（認）預金保険機構 

        2兆 2,371億円 

【貸倒引当金】 

【有形固定資産】 

【貸付金】 

・（特）沖縄振興開発金融公庫 

           1兆 42億円 

・（認）預金保険機構 

             939億円 

・内閣府        333億円 

・（独）北方領土問題対策協会 

32億円 
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  負 債（８兆２，８２３億円） 

 主な増減要因等について（対前年度末比＋5,932億円） 

 借入金（8,379億円：対前年度末比＋1,667億円） 

  ・預金保険機構における借入金が増加したこと等により、増加しています。 

 その他の負債（5兆 458億円：対前年度末比＋4,632 億円） 

 ・預金保険機構における責任準備金の増加により増えています。 

 

 

 

（億円）   合計：7兆 6,891 億円    合計：8兆 2,823 億円 

    

 

 

45,825
50,458

1,608

1,5776,712

8,379

18,750

18,548

1,673

1,575

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

元年度末 ２年度末

【借入金】 

・（特）沖縄振興開発金融公庫 

         7,622億円 

・（認）預金保険機構 

           731億円 

・（独）北方領土問題対策協会 

            25億円 

【その他の負債】 

・（認）預金保険機構 

       4兆 9,340億円 

ほか 

【沖縄振興開発金融公庫債】 

【退職給付引当金】 

【預金保険機構債】 
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連結財務書類 フローの状況 

  費 用（４兆８，８７６億円）（業務費用計算書より） 

 主な増減要因等について（対前年度比＋3,757 億円） 

 補助金等（3 兆 6,001億円：対前年度比＋3,809億円） 

  ・令和２年度においては、補助金等が内閣府において増加したことなどから   

増えています。 

  

 

（億円）  合計：4兆 5,118億円  合計：4兆 8,876億円 

   

 

 

 

7,755 7,233

▲ 29

31
2,124 2,452

32,191
36,001

1,576

1,607

-10,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

【補助金等】 
・子どものための教育・保育 

 給付交付金         13,181億円 
・児童手当等交付金      12,740億円 

・仕事・子育て両立支援事業費補助金  

2,270億円 

・子ども・子育て支援交付金  1,560億円 

・子育て世帯臨時特別給付金 

給付事業費補助金       1,494億円 

ほか 

 

元年度末        2年度末 

【その他】 

・（認）預金保険機構    5,404億円 
ほか 

【貸倒引当金繰入額】 

・（認）預金保険機構       ▲16億円 

・（特）沖縄振興開発金融公庫   36億円 
ほか 

【人件費】 
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  ※令和２年度連結財務書類における連結対象法人は、以下のとおりです。 

 

       ○独立行政法人  ４法人 

         １．国立公文書館 

         ２．北方領土問題対策協会 

         ３．日本医療研究開発機構（国立研究開発法人） 

         ４．国民生活センター 

 

       ○特殊法人等   ３法人 

         １．（特）沖縄振興開発金融公庫 

         ２．（認）預金保険機構 

         ３．（学）沖縄科学技術大学院大学学園 

 

 

           合 計  ７法人 

 

 

連結対象法人の範囲と会計処理について 

 連結財務書類は、各省庁の業務と関連する事務・事業を行っている法人を連結

対象としています。 

 なお、この各省庁との「業務関連性」により連結する独立行政法人などは、  

『各省庁が監督権限を有し、各省庁から財政支出を受けている法人』とし、   

監督権限の有無及び財政支出の有無によって業務関連性を判断することとして 

います。 

 また、連結に際しては、本来であれば会計処理の基準を統一することが    

望ましいと考えられますが、事務負担などの観点から困難であるため、基本的  

には、独立行政法人などの既存の財務諸表を利用し、独立行政法人などに固有の

会計処理について、連結に際して必要な修正を行った上で連結することとして 

います。 


